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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　電荷中和装置であって、
　マイクロ波発生手段と、
　前記マイクロ波発生手段で発生せしめられたマイクロ波によって電子プラズマを発生す
るプラズマ生成手段と、
　前記プラズマ生成手段で生成された電子プラズマを、イオンビームを含むビームプラズ
マ領域に対し、前記イオンビームを取り囲むプラズマチューブを介して、接触させる接触
手段とを備え、
　前記プラズマチューブ内に配置されたバイアスワイヤを介して電源から、バイアスを制
御するための電位が、供給され、
　イオンビームに供給される電子プラズマ量を制御するように構成され、
　前記プラズマチューブは、イオンビームをリング状に取り囲み、
　前記プラズマ生成手段は、前記プラズマチューブの外側を取り囲むように配置された導
波管を備え、前記マイクロ波発生手段から前記導波管を介して前記プラズマチューブ内に
マイクロ波を導入するとともに前記プラズマチューブ内にガスを供給することにより、前
記プラズマチューブ内にプラズマを発生させ、
　前記導波管は、前記導波管中のマイクロ波の伝搬方向が、前記イオンビームの流れ方向
に直交する面で、前記イオンビームを囲むように配設され、
　前記導波管は、前記導波管中のマイクロ波伝搬方向の下流側から上流側に向かって前記
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プラズマチューブへのガスの供給がなされるように構成された電荷中和装置。
【請求項２】
　電荷中和装置であって、
　マイクロ波発生手段と、
　前記マイクロ波発生手段で発生せしめられたマイクロ波によって電子プラズマを発生す
るプラズマ生成手段と、
　前記プラズマ生成手段で生成された電子プラズマを、イオンビームを含むビームプラズ
マ領域に対し、前記イオンビームを取り囲むプラズマチューブを介して、接触させる接触
手段とを備え、
　前記プラズマチューブ内に配置されたバイアスワイヤを介して電源から、バイアスを制
御するための電位が、供給され、
　イオンビームに供給される電子プラズマ量を制御するように構成され、
　マイクロ波励起を用いて低温プラズマを維持し、それによって２ｅＶ以下の低エネルギ
ーの電子を供給する電荷中和装置。
【請求項３】
　請求項２に記載の電荷中和装置であって、
　前記プラズマチューブは、イオンビームをリング状に取り囲む電荷中和装置。
【請求項４】
　請求項２に記載の電荷中和装置であって、
　前記接触手段は、前記イオンビームの形状もしくは前記イオンビームのスキャンエリア
に対応して、前記イオンビームもしくは前記スキャンエリアの外周を取り囲むように配置
されたプラズマチューブを含むことを特徴とする電荷中和装置。
【請求項５】
　請求項３または４に記載の電荷中和装置であって、
　前記プラズマ生成手段は、前記プラズマチューブの外側を取り囲むように配置された導
波管を備え、前記マイクロ波発生手段から前記導波管を介して前記プラズマチューブ内に
マイクロ波を導入するとともに前記プラズマチューブ内にガスを供給することにより、前
記プラズマチューブ内にプラズマを発生させることを特徴とする電荷中和装置。
【請求項６】
　請求項５に記載の電荷中和装置であって、
　前記導波管は、前記導波管中のマイクロ波の伝搬方向が、前記イオンビームの流れ方向
に直交する面で、前記イオンビームを囲むように配設されたことを特徴とする電荷中和装
置。
【請求項７】
　請求項６に記載の電荷中和装置であって、
　前記導波管は、前記導波管中のマイクロ波伝搬方向の下流側から上流側に向かって前記
プラズマチューブへのガスの供給がなされるように構成されたことを特徴とする電荷中和
装置。
【請求項８】
　請求項１および５乃至７のいずれか１項に記載の電荷中和装置であって、
　前記プラズマ生成手段は、同軸ケーブルであることを特徴とする電荷中和装置。
【請求項９】
　請求項１および５乃至８のいずれか１項に記載の電荷中和装置であって、
　前記ガスは不活性ガスであることを特徴とする電荷中和装置。
【請求項１０】
　請求項１および５乃至９のいずれか１項に記載の電荷中和装置であって、
　前記プラズマチューブと前記導波管との間にはそれぞれ位置をあわせた少なくともひと
つのスリットを有することを特徴とする電荷中和装置。
【請求項１１】
　請求項１０に記載の電荷中和装置であって、
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　前記プラズマチューブと前記導波管との間にはそれぞれ位置をあわせた複数のスリット
を有することを特徴とする電荷中和装置。
【請求項１２】
　請求項１および３乃至１１のいずれか１項に記載の電荷中和装置であって、
　前記プラズマチューブの前記イオンビームに近接する側にひとつの開口部を有すること
を特徴とする電荷中和装置。
【請求項１３】
　請求項１および３乃至１２のいずれか１項に記載の電荷中和装置であって、
　前記プラズマチューブの前記イオンビームに近接する側に複数の開口部を有することを
特徴とする電荷中和装置。
【請求項１４】
　請求項１乃至１３のいずれか１項に記載の電荷中和装置であって、
　マイクロ波励起を用いてプラズマを発生させて、前記イオンビームを含むビームプラズ
マ中に電子を供給することを特徴とする電荷中和装置。
【請求項１５】
　請求項１乃至１３のいずれか１項に記載の電荷中和装置であって、
　マイクロ波励起を用いてプラズマを発生させて、前記イオンビームを照射する固体基体
近傍の少なくとも１つに電子を供給することを特徴とする電荷中和装置。
【請求項１６】
　請求項１乃至１５のいずれか１項に記載の電荷中和装置を備えたイオン注入装置。
【請求項１７】
　請求項１乃至１５のいずれか１項に記載の電荷中和装置を有するビームライン装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　この発明は、電荷中和装置にかかり、特に半導体製造プロセスにおいて、半導体基板に
不純物層を形成する際に用いられるイオン注入装置などに用いられる、電荷中和器、およ
びそれを用いて製造される半導体装置、これら半導体装置を搭載した液晶パネルなどの電
子素子に関する。
【背景技術】
【０００２】
　従来の半導体製造技術では、ボロン（Ｂ）、リン（Ｐ）、ヒ素（Ａｓ）等の各種導電型
の不純物を固体基体としての半導体基板表面に、イオン注入を行う方法が広く用いられて
いる。イオン注入プロセス等に用いられるビームライン型イオン注入機では、ウェハ上の
デバイスのチャージ破壊を防ぐため、またイオンビームの空間電荷効果によるビームの発
散を防ぐために、低エネルギーの電子をビームプラズマ中またはウェハ表面上に供給する
ことによって電荷の蓄積を緩和する電荷中和装置が多く用いられている。
【０００３】
　図１０はイオン注入装置の中でも大電流イオン注入機と呼ばれている、メカニカルスキ
ャン方式の従来装置の一例を示す概略図である。このイオン注入装置１は大きく３つに分
けられ、それぞれ、イオン源部２、ビームライン部３、エンドステーション部４である。
イオン源部２は、アーク放電によって高密度プラズマを生成するイオン源５とイオンを静
電的に引き出し、加速する引き出し電極系６とで構成されている。ビームライン部３はイ
オン源部２より出射されたイオンビーム７から必要なドーパントイオンのみ選択する磁場
偏向型の質量分析器８と、イオンビーム７の形状を整える成形スリット９や分析マグネッ
トの焦点に位置し、必要とするドーパントイオンを選択するための分析スリット10から成
る。エンドステーション部４は、ビーム電流を計測するファラデーゲージ11とビームキャ
ッチ12、半導体基板13を載置しイオンビーム７が基板に均一に注入されるようにスキャン
するディスク14、さらに電荷中和器として働く電子銃15から成る。
【０００４】
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　このように構成されたイオン注入装置を用いて次のようにしてイオン注入が行われる。
まず、イオン源５に必要なドーパントガスあるいは固体蒸気を用い高密度プラズマを生成
する。ついで、引き出し電極系６でイオンを引き出すと同時に、所望の加速エネルギーを
与える。加速されたイオンビーム７は質量分析器８で必要なドーパントイオンに選択され
、成形スリット９や分析スリット10でイオンビームの形状を整えターゲットは導かれる。
一方、基板13はディスク14に搬送されてきて、所定位置に載置される。このとき、基板13
は通常複数枚載置される。
【０００５】
　次に、初期位置にあったディスク14が図示Ａのように所定回転数で回転するとともに、
並進運動Ｂが行われる。このような方式をメカニカルスキャン方式と呼び、これにより複
数の基板13の全面にイオン注入が行われる。なお、並進運動は注入均一性を良くするため
複数回行われる。
【０００６】
　ところで、このイオン注入が行われる際、基板13上には、通常すでにゲート電極のパタ
ーンが形成されている。図１１にパターニングされたものの一例を示す。同図は、基板23
（13）が例えばＰ型であり、この基板13の主面上に厚いフィールド絶縁膜20が形成され、
これら絶縁膜20に挟まれた活性領域の一部にゲート絶縁膜となる薄い絶縁膜21が形成され
、この薄い酸化膜21上にゲート電極22が形成されている。この状態でイオン注入を行うこ
とによりゲート電極22の両側の基板13上にソース・ドレインとなる不純物領域を形成する
ものである。この場合、ソース・ドレインをＮ型に形成すべく、イオンビーム７は例えば
リン，ヒ素等のイオンビームとなっている。
【０００７】
　このように絶縁膜上にイオン注入を行う場合、特に1mA以上のビーム電流でイオン注入
する際にはゲート絶縁膜21の絶縁破壊が発生する可能性が大となる。この絶縁破壊を防止
するために、従来は図１２に示すような電荷中和器が用いられている。この電荷中和器の
作用は電子銃15から放出される一次電子を300V程度の電界で加速し対面するファラデーケ
ージ11に照射し、二次電子23を発生させる。この二次電子23の一部が基板13に供給され、
ゲート電極22上に蓄積された正電荷を中和する。このようにして、ゲート絶縁膜21の絶縁
破壊を防止することができる。
【０００８】
　このように、従来、一般に使われている電荷中和装置では、電子源もしくはプラズマ源
をビームライン上の一側面からビームに近接する形に設置し、そこから出て来る電子流を
ビームおよびビームプラズマに重ね合せるという方式を用いている。
【０００９】
　しかし、この方法では、電子源に近い側では電荷中和効果が働いてもその反対側（電子
源から最も遠い側）まで効果が及ばないという現象が発生し易く、デバイスのチャージ破
壊やビームの発散を引起してしまう。
【００１０】
　また、ビームをスキャンするタイプのイオン注入機では、供給する電子流とビームプラ
ズマとのカップリング効率が悪く、従来の電荷中和装置で高電流のイオン注入を実現する
ことは極めて難しかった。
　さらに、上記のイオン注入装置では、上述のように、電子銃15から放出した一次電子の
照射によりファラデーケージ11表面から発生する二次電子23でゲート電極22上に蓄積され
た正電荷を中和するものであるが、一次電子の一部も反射によって基板13に到達する。こ
のため300eVのエネルギーをもつ高速電子が基板13を負にチャージアップさせ、負電荷に
よる絶縁破壊を起こし、また絶縁破壊に至らずとも、ゲート絶縁膜22を劣化させるという
問題点があった。
【００１１】
　これに対して、図１３および図１４に示すように被処理基板の前面に、プラズマより電
子を引き出す引き出し電極と、この引き出し電極により引き出された電子を減速する減速
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電極とを有し、エネルギーが50eV以下の電子を供給する磁気多極型プラズマ発生器を配設
するようにした電荷中和器が開示されている（特許文献１）。これによると、磁気多極型
プラズマ発生器をエレクトロンソースとしており、この磁気多極型プラズマ発生器はプラ
ズマ内に磁場がないカスプ磁場を形成しているため、電場を印加するだけで電子温度が数
eVの高密度プラズマを容易に引き出すことができる。この低エネルギー電子をターゲット
となる半導体基板前面に供給し、電子雲を発生させる。このため半導体基板上の正に帯電
した部分にのみ電子が供給され電荷中和を行うことができる。このため、イオン注入条件
やデバイス条件によってチャージアップ量が異なる場合でも最適な電荷中和が行えるとさ
れている。さらに、磁気多極型プラズマ発生器を配設することで、大面積でしかも均一な
電子雲を生成することができるとされている。
【００１２】
【特許文献１】特公平８－２１３６１
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【００１３】
　従来の図１２に示す電荷中和器を有するイオン注入装置では、上述のように、300eVの
エネルギーをもつ高速電子が基板13を負にチャージアップさせ、負電荷による絶縁破壊を
起こし、また絶縁破壊に至らずとも、ゲート絶縁膜22を劣化させるという問題点があった
。さらに、電子源に近い側では電荷中和効果が働いてもその反対側（電子源から最も遠い
側）まで効果が及ばないという現象が発生し易く、デバイスのチャージ破壊やビームの発
散を引起してしまう。
【００１４】
　また、ビームをスキャンするタイプのイオン注入機では、供給する電子流とビームプラ
ズマとのカップリング効率が悪く、従来の電荷中和装置で高電流のイオン注入を実現する
ことは極めて困難であった。
【００１５】
　一方、図１４に示すようなエネルギーが50eV以下の電子を供給する磁気多極型プラズマ
発生器を配設するようにした電荷中和器を有するイオン注入装置では、上記課題はある程
度解決され、さらに大面積でしかも均一な電子雲を生成することができる。
【００１６】
　しかし、デバイスの集積度の増加と共にチャージ破壊に対する許容電圧は減少し、同時
にイオン注入の低エネルギー化と共にビームに対する空間電荷効果が増大するため、電荷
中和装置には更なる性能の向上が求められている。上記の電荷中和装置では、特に耐圧１
V以下を要求される最先端デバイスでは充分な効果が得られないという課題があった。
【００１７】
　本発明は前記実情に鑑みてなされたもので、５ｅＶ以下望ましくは２ｅＶの水準の低エ
ネルギーの電子を供給することで最先端デバイスに対してもイオン注入によるチャージア
ップと電子によるダメージをなくし、且つ、大面積の基板１３に対応できる電荷中和器を
提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【００１８】
　本発明の第１の電荷中和装置は、マイクロ波発生手段と、前記マイクロ波発生手段で発
生せしめられたマイクロ波によって電子プラズマを発生するプラズマ生成手段と、前記プ
ラズマ生成手段で生成された電子プラズマを、イオンビームを含むビームプラズマ領域に
対し、前記イオンビームを取り囲むプラズマチューブを介して、接触させる接触手段とを
備え、　前記プラズマチューブ内に配置されたバイアスワイヤを介して電源から、バイア
スを制御するための電位が、供給され、イオンビームに供給される電子プラズマ量を制御
するように構成され、前記プラズマチューブは、イオンビームをリング状に取り囲み、前
記プラズマ生成手段は、前記プラズマチューブの外側を取り囲むように配置された導波管
を備え、前記マイクロ波発生手段から前記導波管を介して前記プラズマチューブ内にマイ
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クロ波を導入するとともに前記プラズマチューブ内にガスを供給することにより、前記プ
ラズマチューブ内にプラズマを発生させ、前記導波管は、前記導波管中のマイクロ波の伝
搬方向が、前記イオンビームの流れ方向に直交する面で、前記イオンビームを囲むように
配設され、前記導波管は、前記導波管中のマイクロ波伝搬方向の下流側から上流側に向か
って前記プラズマチューブへのガスの供給がなされるように構成されたことを特徴とする
。
【００１９】
　この構成により、マイクロ波によってプラズマを発生するようにしているため、効率的
に、低圧でかつ高密度のプラズマを発生させ、そこから低エネルギーの電子をとりだすこ
とができる。この装置は、通常用いられている直流放電プラズマあるいはＲＦプラズマな
どに比べて大幅に低エネルギーのプラズマを得ることができることからきわめて有効な電
荷中和手段である。そして、バイアスを制御するための電位は、プラズマチューブ内に配
置されたバイアスワイヤを介して電源から供給され、イオンビームに供給される電子プラ
ズマ量を制御するように構成されており、電子流れを増やすことができる。従って、１ｎ
ｍ程度の薄いゲート絶縁膜をもつＦＥＴのような微細デバイスの製造に際しても、絶縁破
壊が抑制され、高歩留まり化をはかることができる。
　また、これにより、イオンビームを取り囲む全ての方向から電子を供給することができ
、電荷中和の位置によるむらを大幅に低減することができる。
　また、これにより、プラズマチューブ内に均一にプラズマを発生させ易いので望ましい
。
　また、この構成により、マイクロ波の減衰部により多くのガス供給がなされるためより
高効率で均一なプラズマ生成が可能となる。
【００２０】
　また、本発明の第２の電荷中和装置は、マイクロ波発生手段と、前記マイクロ波発生手
段で発生せしめられたマイクロ波によって電子プラズマを発生するプラズマ生成手段と、
前記プラズマ生成手段で生成された電子プラズマを、イオンビームを含むビームプラズマ
領域に対し、前記イオンビームを取り囲むプラズマチューブを介して、接触させる接触手
段とを備え、前記プラズマチューブ内に配置されたバイアスワイヤを介して電源から、バ
イアスを制御するための電位が、供給され、イオンビームに供給される電子プラズマ量を
制御するように構成され、マイクロ波励起を用いて低温プラズマを維持し、それによって
２ｅＶ以下の低エネルギーの電子を供給するように構成されたことを特徴とする。
　また本発明の第２の電荷中和装置は、前記接触手段がイオンビームをリング状に取り囲
むプラズマチューブを有することを特徴とする。これにより、イオンビームを取り囲む全
ての方向から電子を供給することができ、電荷中和の位置によるむらを大幅に低減するこ
とができる。
【００２１】
　また本発明の第２の電荷中和装置は、イオンビームの形状もしくはイオンビームのスキ
ャンエリアにあわせて、前記イオンビームもしくは前記スキャンエリアの外周を取り囲む
構成のプラズマチューブを有することを特徴とする。これにより、イオンビームの形状や
スキャンエリアが複雑な形状をしていても、電荷中和の位置によるむらを大幅に低減する
ことができる。
【００２２】
　さらに、本発明の第２の電荷中和装置は、前記プラズマチューブの外側を取り囲む形状
の導波管を配置してマイクロ波を導入することにより、前記プラズマチューブ内にプラズ
マを発生させることを特徴とする。これにより、プラズマチューブ内に均一にプラズマを
発生させ易いので望ましい。
　さらに本発明の第２の電荷中和装置は、前記導波管が、前記導波管中のマイクロ波伝搬
方向の下流側から上流側に向かって前記プラズマチューブへのガスの供給がなされるよう
に構成されるものを含む。
　この構成により、マイクロ波の減衰部により多くのガス供給がなされるためより高効率
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で均一なプラズマ生成が可能となる。
【００２３】
　本発明の電荷中和装置は、前記プラズマ生成手段が、同軸ケーブルであるものを含む。
　　　
【００２５】
　また本発明の電荷中和装置は、前記プラズマチューブ内にガスを供給してプラズマを発
生させることを特徴とする。これにより、高効率のプラズマ照射を実現できる。
　さらに前記プラズマ発生用のガスの種類は、希ガスなどの不活性ガスであることを特徴
とする。これにより、半導体などのターゲットに与える影響をほとんど無視できる水準に
することができる。
【００２６】
　また本発明の電荷中和装置は、前記プラズマチューブと前記導波管との間にはそれぞれ
位置をあわせた単数、もしくは複数のスリットを有することを特徴とする。これにより、
スリットからマイクロ波を伝播させることによって低圧でかつ高密度のプラズマをチュー
ブ内に発生させことが出来るので望ましい。
【００２７】
　さらに本発明の電荷中和装置は、前記プラズマチューブのビームに近接する側に複数の
スリットもしくは開口部を有することを特徴とする。これにより、ビームなどに均一に電
子を供給し易くなり、電荷中和の均一性を得やすいので望ましい。
【００２９】
　さらに本発明の電荷中和装置は、マイクロ波励起を用いてプラズマを発生させて、前記
イオンビームを含むビームプラズマ中に電子を供給するものを含む。
【００３０】
　また本発明の電荷中和装置は、マイクロ波励起を用いてプラズマを発生させてイオンビ
ーム中、イオンビームを含むビームプラズマ中、固体基体近傍の少なくとも１つに電子を
供給することを特徴とする。ビームやビームプラズマだけでなく、半導体基板などの固体
基体のチャージアップを中和することができる。
【００３１】
　また本発明の電荷中和装置は、マイクロ波励起を用いて低温プラズマを維持し、それに
よって低エネルギーの電子を大量に供給することを特徴とする。これにより、低エネルギ
ーで高いビーム電流のイオン注入を用いた微細デバイスのプロセスなどにも対応できる。
　　　
【００３２】
　また本発明の電荷中和装置は、マイクロ波の定在波を導波管内に作ってプラズマを発生
させることを特徴とする。定在波を作ることで、効率的に安定したプラズマを発生させる
ことができるので、効率的に安定した電荷中和機能を維持できるため望ましい。
【００３３】
　本発明の電荷中和装置を搭載したイオン注入装置は、半導体ウェハの大型化に対応して
電荷中和の均一性を維持しつつ、5eVあるいは2eV程度以下の低エネルギーの電子を供給で
きるので、非常に有効である。
　同様に、本発明の電荷中和装置を搭載したビームライン装置にも有効であることは明ら
かである。
【００３４】
　本発明の電荷中和装置、イオン注入装置、ビームライン装置を用いて歩留まり良く耐圧
１V以下の半導体デバイスを製造できる。
【００３５】
　なお、本発明のマイクロ波プラズマはオフＥＣＲ（Off ECR）で生成させることがもう
ひとつの特徴である。この理由は、ＥＣＲモードではプラズマ中に発生させる電子のエネ
ルギーが高くなり、低エネルギー電子によってデバイスの静電破壊を防ぐという目的にそ
ぐわないためである。これに対し、オフＥＣＲモードではプラズマ密度は高く維持しつつ
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電子エネルギーは低く留め ることが可能となり、ウェハの電荷中和のために最適な特徴
を持つことができる。
【００３６】
　ＥＣＲモードでは、マイクロ波を導入する際に、電子がそのマイクロ波の周波数と同じ
値のサイクロトロン周波数を持つような磁場を印加することによって電子のエネルギーを
効率的に増加させることになるため、本発明では、プラズマを発生させる系がＥＣＲ条件
を満たさないように設定するのが望ましい。　具体的には、例えば２．４５GHzのマイク
ロ波を使った場合、それに等しいサイクロトロン周波数を電子に与える磁場強度は８７５
Gaussであるため、系の中に８７５Gaussの磁場を存在させないようにするのが望ましい。
　従って磁場を用いる場合には、マグネットの与える磁場強度はＥＣＲポイントを外すよ
うに設定する。　現実には、カスプ磁場を使う際の磁場強度は、大抵５００Gauss以下の
弱い磁場であるため、問題となることはない。
【発明の効果】
【００３７】
　以上説明してきたように、本発明によれば、低エネルギーでかつ高密度のプラズマを生
成することができる。
　さらには、本発明の電荷中和装置、イオン注入装置、ビームライン装置を用いて製造し
た　耐圧１V以下の半導体デバイスは、高信頼性を得ることができる。
　同様に、本発明の電荷中和装置、イオン注入装置、ビームライン装置を用いて製造した
電子デバイスなどの被処理物は、電荷中和が有効にできており、信頼性が高いので長期の
使用や、宇宙開発用ロケットなどの特に高い信頼性を要する用途に有効である。
【図面の簡単な説明】
【００３８】
【図１】本発明の実施の形態１の電荷中和装置のイオンビームに平行な方向の断面概要図
である。
【図２】本発明の実施の形態１の電荷中和装置のイオンビームに垂直な方向の断面概要図
である。
【図３】本発明の実施の形態２の電荷中和装置のイオンビームに平行な方向の断面概要図
である。
【図４】本発明の実施の形態２の電荷中和装置のイオンビームに垂直な方向の断面概要図
である。
【図５】本発明の実施の形態２の電荷中和装置のイオンビームに垂直な方向の断面概要図
である。
【図６】本発明の実施の形態３の電荷中和装置のイオンビームに垂直な方向の断面概要図
である。
【図７】本発明の実施の形態４の電荷中和装置のイオンビームに垂直な方向の断面概要図
である。
【図８】本発明の実施の形態５の電荷中和装置のイオンビームに垂直な方向の断面概要図
である。
【図９】本発明の実施の形態６の電荷中和装置の斜視図である。
【図１０】従来のイオン注入装置の構成を示す概略図である。
【図１１】半導体基板へのイオン注入を説明する図である。
【図１２】従来の電荷中和器を示す説明図である。
【図１３】従来のイオン注入装置の構成を示す概略図である。
【図１４】従来の電荷中和器を示す説明図である。
【符号の説明】
【００３９】
ＩＢ　イオンビーム
Ｐ　ビームプラズマ
１００　導電チューブ
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１０１　プラズマチューブ
１０２　導波管
１０３　ウェハ支持台
１０４　マグネトロン
１０６　スリット
１０７　開口部
１０８　第２の電源
１０９　第１の電源
１１０　バイアスワイヤ　
１１０Ｃ　カスプマグネット
１２０　カスプマグネット
１３０　カスプマグネット
１１３　シリコンウェハ
１　イオン注入装置
２　イオン源部
３　ビームライン部
４　エンドステーション部
５　イオン源
６　引き出し電極系
７　イオンビーム
８　質量分析器
９　成形スリット
10　分析スリット
11　ファラデーケージ
13　基板
14　ディスク
15　電子銃
20　フィールド絶縁膜
21　ゲート絶縁膜
22　ゲート電極
23　２次電子
31　エレクトロンソース
40　アークチャンバー
41　陰極
42　永久磁石
43　ガスボンベ
44　ガス導入口
45　引き出し電極
46　減速電極
47　真空ポンプ 
【発明を実施するための最良の形態】
【００４０】
　次に、本発明の実施の形態について説明する。
（実施の形態１）
　本実施の形態の電荷中和装置は、図１に断面概要図、図２に図１のＡ－Ａ断面概要図を
示すように、図示しないプラズマ発生器から供給されるイオンビームＩＢを含むビームプ
ラズマＰを、ウェハ支持台１０３に載置された被処理基板であるシリコンウェハ１１３に
照射するもので、シリコンウェハのチャージアップを防止するものである。
【００４１】
　この電荷中和装置は、イオンビームＩＢの通過経路となる導電チューブ１００の所定の
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位置で、この導電チューブの管軸と垂直な面内で外周を取り囲むように配置されたプラズ
マチューブ１０１と、このプラズマチューブ１０１の外側を取り囲むように配置された導
波管１０２を備え、このプラズマチューブ１０１内で電子プラズマを生成し、この電子プ
ラズマによってイオンビームＩＢを取り巻くビームプラズマＰの電子不足を同時進行的に
補うことによりチャージアップを防止するように構成されている。
【００４２】
　この装置では、マイクロ波発生手段としてのマグネトロン１０４から導波管１０２を介
してプラズマチューブ１０１内にマイクロ波を導入するとともにプラズマチューブ１０１
内にガスを供給することにより、プラズマチューブ１０１内に電子プラズマを発生させ、
イオンビームＩＢで構成される系内に電子不足が発生し、＋にチャージアップされると、
プラズマチューブ１０１の内壁に設けられた開口部１０７を介して、電子（プラズマ）を
供給し、イオンビームＩＢの電荷が中和される。
【００４３】
　ここでマグネトロン１０４から導波管１０２を伝搬してきたマイクロ波は、導波管１０
２とプラズマチューブ１０１との当接面に設けられたスリット１０６を介してプラズマチ
ューブ内に導入され、プラズマチューブ１０１のプラズマ流に対して下流側に設けられた
ガス供給口１０５から供給されたガスをイオン化し、電子プラズマを生成する。
【００４４】
　そしてプラズマチューブ１０１内の電子は、内側の導電チューブ内に開口する開口部１
０７を介してビームプラズマＰに供給される。
【００４５】
　この導電チューブ１００表面の電位Ｖｃは第１の電源１０９によって０～１０Ｖに可変
である。
　この導波管１０２表面の電位Ｖｇは第２の電源１０８によって０～１００Ｖに可変であ
る。
　そしてイオンビームＰ系内に電子不足が発生すると、瞬時にそれを補うべくプラズマチ
ューブ１０１から電子が流入する。
　この電子の流入量はＶｃとＶｇを調整することによって調整可能である。
　このように、電子はビームプラズマ中でわずかでも少なくなると、瞬時に開口部１０７
を介してビームプラズマ中に供給されるように構成されている。
【００４６】
　次に、この電荷中和装置を用い、ゲート酸化膜の形成されたシリコンウェハ表面に、ゲ
ート電極をマスクとしてイオン注入を行うイオン注入方法について説明する。
　まず、基板支持台１０３に被処理基板１１３として、ゲート酸化膜およびゲート電極を
形成したシリコンウェハを載置する。
　そして、イオンビームを含むビームプラズマＰをこのシリコンウェハ上に照射する。こ
のときビームプラズマはウェハチャージングが発生しない安定した定常状態では、正のイ
オンと、負の電子との間で電荷のほぼ中和状態が保たれる（Plasma nuetralityと言う）
。 
【００４７】
　しかしながら、この例のようにシリコンウェハ上にＦＥＴのような絶縁性膜を備えたデ
バイスが形成され、表面にゲート酸化膜のような絶縁性膜を有する場合、イオンビームに
よって運ばれる電荷によってチャージングと呼ばれる現象を引き起こす。
　このように、ウェハ上のチャージングが絶縁性膜の耐圧限界を超えるとデバイスが破壊
されるため、それを防ぐためにウェハ上の正電荷を負の電子電荷によって中和されること
が必要になる。
【００４８】
　その際、電子のエネルギーが高いと電子による負のチャージングによってやはりデバイ
スが静電破壊を起こしてしまうため、電子のエネルギーはデバイスの耐圧限界より低くな
ければならない。
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【００４９】
　例えば、膜厚１ｎｍのゲート絶縁膜の場合耐圧限界は約１V以下である。
　シリコンウェハにビームによる正のチャージングが起こると、先ず近傍のビームプラズ
マ中に存在する低エネルギーのプラズマ電子がウェハ上の正電荷部位に流れ込み、チャー
ジを中和する。
【００５０】
　これによってビームプラズマの電荷中和状態が崩され、正に偏る。
　そしてこの状態がさらに進むとビームプラズマが壊れてビーム中の電位が極めて高くな
り、ウェハ上のチャージング破壊が進行して、ビームも自身の正電荷によって発散してし
まい、イオン注入は不可能になる。
【００５１】
　そこでこの状態を避けるため、正のチャージングが生じるとプラズマチューブから低エ
ネルギーの電子が同時進行的にビームプラズマ系内に供給されることによって、ウェハの
チャージングを防止すると共に、ビームプラズマの中和状態を常に保ち、安定で、デバイ
ス収率の高いイオン注入プロセスを維持することになる。
【００５２】
　その際、ウェハへの電子流の総和をデバイスやプロセスの条件によって制御することが
できるため、いくつかのコントロールパラメータを使うことが出来る。
【００５３】
　その一つは導電チューブ上に印加する負電圧で、電圧をより負にすることによってウェ
ハへの電子流を増やす。
【００５４】
　一つはプラズマチューブ自体、もしくはプラズマチューブ内に浮かした導体に印加する
負電圧で、電圧をより負にすることによってウェハへの電子流を増やす。
【００５５】
　また、一つは導波管中を伝播させるマイクロ波の強度で、強度を上げることによってプ
ラズマチューブ内のプラズマ密度を上げ、電子の絶対量を増やす。
【００５６】
　このように、本発明によれば、ビームプラズマ中で電子が被処理基板（ウェハ）１１３
上に引き寄せられて、電子が不足した状態になると、プラズマチューブから低エネルギー
の電子が同時進行的にビームプラズマ系内に供給されることによって、ウェハのチャージ
ングを防止すると共に、常にビームプラズマの中和状態を保ち、安定で、デバイス収率の
高いイオン注入プロセスを維持することができる。
【００５７】
（実施の形態２）
　前記実施の形態１では、導電チューブの管軸と垂直な面内で外周を取り囲むように配置
されたプラズマチューブ１０１と、このプラズマチューブ１０１の外側を取り囲むように
配置された導波管１０２を備え、このプラズマチューブ１０１内で電子プラズマを生成す
るものについて説明したが、本実施の形態の電荷中和装置は、図３に断面概要図、図４お
よび図５に図３のＡ－Ａ断面概要図およびＢ－Ｂ断面図を示す。本実施の形態では、基本
的には導電チューブ１００を囲むようにプラズマチューブ１０１と導波管１０２とが並置
された点で前記実施の形態１と異なる。この例では進行波によるプラズマ励起を行ってい
る。
【００５８】
　またこの場合バイアスを調整するための電位はプラズマチューブ１０１内に配設された
バイアスワイヤ１１０を介して第２の電源１０８から供給される。
　他については基本的には実施の形態１と同様に形成されている。
【００５９】
　この場合についても図８に示したようなシリコンウェハにソースドレイン形成のための
イオン注入を行った場合にもチャージアップが抑制され、効率よくイオン注入がなされる
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ことから、１ｎｍ程度の薄いゲート絶縁膜をもつＦＥＴの場合にも絶縁破壊が抑制され２
ｅＶ以下の耐圧のＦＥＴに対しても絶縁破壊なしに高歩留まりでＦＥＴを得る事が可能と
なる。
【００６０】
　この電荷中和装置は、イオンビームＩＢの通過経路となる導電チューブ１００の所定の
位置で、この導電チューブの管軸と垂直な面内で外周を取り囲むように配置されたプラズ
マチューブ１０１と、このプラズマチューブ１０１の外側を取り囲むように配置された導
波管１０２を備え、このプラズマチューブ１０１内で電子プラズマを生成し、この電子プ
ラズマによってイオンビームＩＢを取り巻くビームプラズマＰの電子不足を同時進行的に
補うことによりチャージアップを防止するように構成されている。
【００６１】
　この装置では、マイクロ波発生手段としてのマグネトロン１０４から導波管１０２を介
してプラズマチューブ１０１内にマイクロ波を導入するとともにプラズマチューブ１０１
内にガスを供給することにより、プラズマチューブ１０１内に電子プラズマを発生させ、
イオンビームＩＢで構成される系内に電子不足が発生し、＋にチャージアップされると、
プラズマチューブ１０１の内壁に設けられた開口部１０７を介して、電子（プラズマ）を
供給し、イオンビームＩＢの電荷が中和される。
【００６２】
　ここでマグネトロン１０４から導波管１０２を伝搬してきたマイクロ波は、導波管１０
２とプラズマチューブ１０１との当接面に設けられたスリット１０６を介してプラズマチ
ューブ内に導入され、プラズマチューブ１０１のプラズマ流に対して下流側に設けられた
ガス供給口１０５から供給されたガスをイオン化し、電子プラズマを生成する。
【００６３】
（実施の形態３）
　前記実施の形態２では、進行波によるプラズマ励起を行う例について説明したが、定在
波を用いる場合も有効である。
　この場合、図６にビームに垂直方向の断面図を示すように導波管１０２が定在波を形成
し得るように閉管構造をとる点が異なるのみで他は前記実施の形態２と同様である。
　ビームに平行な方向の断面図は図３に示したものと同様である。
　本実施の形態では、基本的には導電チューブ１００を囲むようにプラズマチューブ１０
１と導波管１０２とが並置され、定在波によるプラズマ励起を行っている。
【００６４】
（実施の形態４）
　本実施の形態では、図７に示すように、カスプ磁場を生成するカスプマグネット１１０
Ｃをプラズマチューブ１０２の側面に配設したことを特徴とするものである。カスプマグ
ネット１１０Ｃはプラズマチューブ１０２の側面の両側でも良いし片側でもよい。
　この場合も、図７にビームに垂直方向の断面図を示すようにカスプマグネットを配設し
た点が異なるのみで他は前記実施の形態２と同様である。
　ビームに平行な方向の断面図は図３に示したものと同様である。
【００６５】
　具体的には、プラズマチューブを構成する導波管１０２の側面に交互に所定の間隔で磁
場方向を逆にした磁石を配設し、プラズマチューブ１０１内にカスプ磁場を生じさせる。
そして、このカスプ磁場に起因した磁気勾配及びこれによってもたらされる磁気力によっ
て、低エネルギーの電子をプラズマチューブ内に高密度に閉じ込めるようにしたものであ
る。
【００６６】
　なおここで用いるカスプ磁場は磁場強度自体が５００ガウス以下の弱い磁場であるため
、ＥＣＲポイントはおのずから外れることになるため、問題はないが、本発明ではプラズ
マ密度を高くしつつ電子エネルギー密度をために、ＥＣＲ条件をはずすように磁場強度を
設定する必要がある。
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　本実施の形態では、基本的には導電チューブ１００を囲むようにプラズマチューブ１０
１と導波管１０２とが並置され、定在波によるプラズマ励起を行っている。
【００６７】
（実施の形態５）
　前記実施の形態４では、カスプマグネット１２０をプラズマチューブ１０２の側面に配
設したが、本実施の形態では、カスプマグネッ１２０をプラズマチューブ１０２の外周面
上に配設したことを特徴とする。
　すなわち本実施の形態では、図８に示すように、カスプ磁場を生成するカスプマグネッ
ト１２０をプラズマチューブ１０２の外周面上に配設したことを特徴とするものである。
　この場合も、図８にビームに垂直方向の断面図を示すようにカスプマグネットを配設し
た点が異なるのみで他は前記実施の形態２と同様である。
　ビームに平行な方向の断面図は図３に示したものと同様である。
【００６８】
　具体的には、プラズマチューブを構成する導波管１０２の外周面に交互に所定の間隔で
磁場方向を逆にした磁石を配設し、プラズマチューブ１０１内にカスプ磁場を生じさせる
。そして、このカスプ磁場に起因した磁気勾配及びこれによってもたらされる磁気力によ
って、低エネルギーの電子をプラズマチューブ内に高密度に閉じ込めるようにしたもので
ある。
【００６９】
（実施の形態６）
　前記実施の形態４，５では、カスプマグネット１１０Ｃ、または１２０をプラズマチュ
ーブ１０２の側面または外周面に配設したが、本実施の形態では、カスプマグネット１３
０を内側と外側とで、プラズマチューブ１０２をはさむように配設したことを特徴とする
。
　すなわち本実施の形態では、図９に示すように、カスプ磁場を生成するカスプマグネッ
ト１３０をプラズマチューブ１０２の内周面と外周面上とに配設したことを特徴とするも
のである。
　この場合も、図９に斜視図を示すようにカスプマグネットを配設した位置が異なるのみ
で他は前記実施の形態２と同様である。
　ビームに平行な方向の断面図は図３に示したものと同様である。
【００７０】
　具体的には、プラズマチューブを構成する導波管１０２の内周および外周面に交互に所
定の間隔で磁場方向を逆にした磁石を配設し、プラズマチューブ１０１内にカスプ磁場を
生じさせる。そして、このカスプ磁場に起因した磁気勾配及びこれによってもたらされる
磁気力によって、低エネルギーの電子をプラズマチューブ内に高密度に閉じ込めるように
したものである。
【００７１】
　前記実施の形態１乃至６では導波管を用いたプラズマ発生装置について説明したが、導
波管に限定されることなく同軸ケーブルを用いてプラズマ励起を行うようなものについて
も適用可能である。
【産業上の利用可能性】
【００７２】
　本発明は、低エネルギーの電子を効率良く均一に供給してイオン注入によるチャージア
ップと電子によるダメージ、低エネルギーイオンビームの空間電荷を効果的に中和するこ
とができ、大面積の基板に対応可能な電荷中和器を提供できるので有効である。



(14) JP 5046641 B2 2012.10.10

【図１】 【図２】

【図３】 【図４】



(15) JP 5046641 B2 2012.10.10

【図５】 【図６】

【図７】 【図８】



(16) JP 5046641 B2 2012.10.10

【図９】 【図１０】

【図１１】

【図１２】

【図１３】

【図１４】



(17) JP 5046641 B2 2012.10.10

10

20

フロントページの続き

(72)発明者  佐々木　雄一朗
            大阪府守口市八雲中町３丁目１番１号　株式会社ユー・ジェー・ティー・ラボ内
(72)発明者  水野　文二
            大阪府守口市八雲中町３丁目１番１号　株式会社ユー・ジェー・ティー・ラボ内

    審査官  堀部　修平

(56)参考文献  特開平０６－０８８２２５（ＪＰ，Ａ）
              特開昭６１－２８３１１６（ＪＰ，Ａ）
              特開２００４－１３１７５９（ＪＰ，Ａ）
              特開平０６－２８３１３１（ＪＰ，Ａ）
              特開平０６－２８３１２１（ＪＰ，Ａ）
              特開平０５－２９０７９０（ＪＰ，Ａ）
              特開２００２－３５２７６１（ＪＰ，Ａ）

(58)調査した分野(Int.Cl.，ＤＢ名)
              H01J  37/317
              H01J  37/20
              H01L  21/265
              H05H   1/24


	biblio-graphic-data
	claims
	description
	drawings
	overflow

